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米国の鉄鋼輸入関税がもたらす影響について 

－関税賦課決定後１年を振り返って－  
（米中経済研究会レポート No.12） 

 

米 中 経 済 研 究 会  

横山昭雄（主任研究員）  

 

（注）本稿は 2019 年４月 12 日現在の情報に基づく  

 

（要旨） 

●2018 年 3 月 8 日、米国トランプ大統領は、安全保障上の必要を理由に、

鉄鋼の輸入に 25％の追加関税を賦課することを決定した（同日アルミニウム

輸入にも関税措置が決定）。これまでも鉄鋼貿易で国際紛争が多々あった

が、安全保障を根拠に産業保護措置を採ることは初めてであった。  

 

●EU 他 7 地域・国は、ルール違反の貿易制限であるとして世界貿易機関に提

訴した。（なお日本は提訴していない）  

 

●米国商務省は、同年 5 月、自動車（部品）の輸入にも安全保障上問題がな

いか調査を開始した。カナダ・メキシコとの三ヵ国間の交渉も、自動車について

は貿易協定で合意を見たが、鉄鋼の関税はいまだ適用されている。 

 

●安全保障のために産業保護が必要だとしても、自由貿易を制限する措置を

伴うからには適用は厳格であるべき。しかし現状は、鉄鋼・アルミ・自動車につ

づきウラン、スポンジチタンにも調査が始まり、定着してきた感があり、憂慮す

べき状況にある。 

 

●我が国については、対米貿易において鉄鋼そのものというより自動車の扱いが

どうなるのか、が焦点になる。自動車は、日本からの対米輸出だけで 170 万

台（2017 年）に達するが、その重量の 7 割が鉄鋼だからである。 

 

●2018 年 9 月 26 日、日米共同声明が出され、19 年から物品貿易協定に

ついて交渉を始めることで合意したが、そこには米国の関心が自動車産業と

雇用にあること、その立場を日本政府も尊重することが記された。 

 

●世界の鉄鋼業の大きな問題は生産能力の過剰であり、その半分近くが中国

にある。中国自身も削減に取り組んでいるが、その際に自由貿易をゆがめる不

当な補助金などが国から交付されないよう、世界は監視をすべきだ。  

 

 

           平和研 研究ノート 
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１．一年前、世界の鉄鋼貿易で「トランプ・ショック」がおこった  

 

2018 年 3 月、トランプ米国大統領は、安全保障上の脅威への措置として、鉄鋼の輸入に

25％の追加関税を賦課することを決定した。  

米国は世界最大の鉄鋼輸入国・純輸入国 １ であり、一部決着をみた国もあるが、多くの輸

出国とは、その後の自動車その他の貿易全般の紛争とも絡み合い、最終的な解決が見え

ていない。  

 

[鉄鋼輸入への追加関税導入経緯 ] 

〇2017 年 4 月、米国商務省は、1962 年通商拡大法 232 条調査開始。 

〇18 年 1 月 11 日、調査結果を大統領に報告。  

<報告内容> 

・現状：  米国は世界最大の鉄鋼輸入国である。国内需要が著しく増加して

いるのに、00 年代から国産より安い輸入品が国産を代替し、増加したため、

米鉄鋼業の稼働率低下・失業・赤字操業をもたらした。 

・原因： 中国の生産能力の拡大が最大の原因となって発生している、世界の

鉄鋼の過剰生産能力。 

・評価：  安全保障のため不可欠な鉄鋼製品を生産する米国鉄鋼業が、輸

入のため弱体化、米国の安全保障を脅かすに至っている。  

・対策： 米鉄鋼業の長期的な存続には、稼働率を現在の 73％から 80％に

引上げることが必要で、そのために輸入を制限すること。  

なお、今より低い水準だったニクソン政権からブッシュ（子）政権までの間にも、

輸入割当や関税措置を実施してきた。  

〇3 月 8 日、トランプ大統領、25％の追加関税を課す大統領令に署名した（同

時に、アルミニウムの輸入に 10％の追加関税も賦課決定）。  

 

鉄鋼貿易では、特に米国の輸入に関してこれまでも長期にわたり、国を巻き込

んだ紛争が起こってきた（例  1970 年代日米鉄鋼摩擦）。 

その際、米国は、他国が“不公正な方法で輸出している”ことを根拠として、輸

入制限措置を設けてきた。直接的な輸入制限方法には反ダンピング関税（以

下、AD）２、相殺関税（以下、CVD）３やセーフガード（以下、SG）制度 ４があり、輸

出国側に輸出管理をさせる輸出自主規制協定（VRA） ５を結んで間接的に制

限する方法もあった。 

また、2001 年、ブッシュ（子）政権下で SG 措置が実施されたときの政府の調

査で、鉄鋼業の保護によって得られる利益と雇用は、鉄鋼需要産業が失う利

益と雇用より少ないことが認められた。同政権はあくまで「目的を達成した」ことを

理由に SG 措置を途中で打ち切り、それ以降 2018 年まで、米国発の網羅的

な鉄鋼貿易紛争は起こらなかった。 
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2016 年大統領選挙で、トランプ大統領は国内産業と雇用の保護を訴えて勝

利した。とりわけ、伝統的に民主党が強かった“ラストベルト”諸州 ６では、鉄鋼や

石炭 ７産業で雇用継続への不安が高まっていて、共和党が大統領・議会選挙

とも勝利した。 

 

昨春来世界の製鉄国と鉄鋼業は、トランプ・ショックともいうべき米国の鉄鋼（貿

易）政策の急変に直面してきた。ここでは、以下の点に関して、一年後の状況を

確認していきたい。 

① 米国の輸入制限措置の結果どうなったか。第一に輸出国との関係で、対抗

策・交渉状況（特に自動車に対して 5 月に同じ通商拡大法 232 条調査が

始まってからの影響）、第二に米国内（鉄鋼業と鉄鋼需要産業）への影響  

② 世界の鉄鋼業の課題に、生産能力の過剰があることが指摘されているが、

その取組み状況はどうか。 

 

そのうえで、日本の鉄鋼業の視点で独自の問題意識を確認し、これから我が国

としてとっていくべき姿勢を考えたい。 

 

２．交渉は米国ペースで進んでいる 

 

3 月の制限措置発動以降、米国は輸出国と順次交渉を行い、韓国・ブラジル・アルゼンチ

ンとの間では関税に代えて輸入割当措置を導入することで合意、他の国との間では自動

車その他の貿易交渉が行われたが、交渉の成否と別に依然として課税措置は継続してい

る。なお日本との間の物品貿易協定（TAG）交渉は本年から始まる。  

 

米国は、3 月追加関税措置を決定した後、順次輸入先各国と貿易交渉を行

っている。 

以下一年を経過した現在における主な輸入国との関係をまとめた（カッコ内は

2017 年の米国輸入数量実績の上位 1-10 位までを示す）（表 1）。 

 

（１）関税措置は、数量割当制で合意する等少数の国を除き実施されている。  

関税措置の対象はすべての輸入先で、これまでに正式に除外したのは韓国（3

位）とブラジル（4 位）、アルゼンチンと豪州の 4 か国である。 

各国とは代替措置を採ることで合意し、このうち、韓国、ブラジル及びアルゼンチ

ンとは、対米輸出数量割当てを実施することとした８。 

 

また、18 年 8 月には、トルコリラ急落の影響を回避するため、米国はトルコに対

する関税率を 2 倍の 50％に引き上げた９。 
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（２）対米輸出国も対抗措置を講じた。  

輸出国のうち、カナダ（1 位）、EU（2 位）、メキシコ（5 位）、ロシア（6 位）、トルコ

（7 位）、中国（10 位）の他、ノルウェーを加えた 7 か国・地域は、米国の追加関

税措置を世界貿易機関（以下、WTO）に提訴し、11 月 WTO はパネルを設定し

て調査することとした１０。 

その他、対米輸出各国の反応は次の通りである。  

 

〇カナダ、メキシコは、米国からの輸入のうち、自国の鉄鋼輸出相当額の品目

に報復関税を課した１１。 

〇EU も同様に米国からの二輪車やたばこなどの輸入に報復関税を課した。  

また、鉄鋼製品 26 品目の輸入（対象は原則全世界から）を対象に、一定量

を超えると 25％の関税を課す SG 措置を発動した１２。これは、対米報復の意

味だけでなく、米国の輸入制限で輸出量が減少したロシアやトルコなどからの

EU 向け輸出が増加してきているためである。 

〇日本（8 位）は、品目によって個別に適用除外を働きかける等米国と交渉し

ているが、WTO への提訴は行っていない。 

 

（３）貿易全般の交渉に進展した-中国とは全面的な貿易紛争に- 

2016 年 10 月に出された政権 100 日計画の中で、トランプ政権の貿易政策に

関わる優先事項は主に「米国の労働者を保護するため」の行動項目におかれ

ていて、その中 １３に、 

1.北米自由貿易協定（NAFTA）について再交渉、もしくは…脱退  

4.米国の労働者に不当な影響を与える全ての外国の不公正貿易を直ちに止めさせ

るための措置を実施  

という項目があった。これをみると、鉄鋼への関税措置は、法的な建前では安全

保障目的であるが、実際には国内鉄鋼業を保護することと疑われるし、産業全

般に何らかの措置が拡がることが予告されていたともいえよう。  

 

鉄鋼の「決定」につづき、5 月 23 日には自動車でも通商拡大法 232 条の「調

査」が始まったが、鉄鋼での措置が、まだ調査段階にある自動車貿易において、

相手国を交渉の場に引き摺り出す機能も果たすことになった。 

日本を除く主な製鉄国・地域との交渉・紛争状況は次の通り。  

 

① カナダ・メキシコ 

米国は、カナダ、メキシコとは、北米自由貿易協定（NAFTA）の改定に合意、

三ヵ国首脳は 11 月に米国・メキシコ・カナダ協定（以下、USMCA）に署名した
１４。米国内では 19 年からの新議会で批准手続きに入る。  
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USMCA では、主要な争点であった自動車について台数や賃金等の条件付

きで一定数までは関税ゼロとし、墨加に対して事実上の数量割当制を認めさ

せた。 

この墨加の譲歩にもかかわらず、米国は国内自動車業界も反対していた鉄

鋼等の追加関税措置について、いまだ対象国から除外していない １５。 

 

②ヨーロッパ連合（EU） 

7 月、米国は EU と自動車を除く工業製品への関税や補助金等の撤廃に向

けた協議を開始することで合意した１６が、いまだ交渉は進展していない。 

 

③ 中国  

米国は、トランプ政権の前から AD 賦課など中国からの輸入を制限しており、

年間 100 万トンを下回っている（表 1）。粗鋼生産量 8 億トンという規模の中

国鉄鋼業に与える影響は、非常に限定的である。  

その後、知的財産権の侵害を理由にした追加関税の積み上げ合戦にエスカ

レートし、米中貿易紛争と呼ばれている。  

 

 

３．関税措置の結果輸入量は減り、米国鉄鋼メーカーの業績は上がった。  

 

2018 年の米国の鉄鋼輸入は、前年に比べて数量が 1 割ほど減ったものの、金額はほぼ横

這いである。また、米国鉄鋼メーカーの業績は大きく向上してきた。他方、鉄鋼需要産業に

は悪影響が出ている。  

 

米国の統計によれば、2018 年の鉄鋼輸入実績は、前年に比べて数量は 1 割

ほど減っているが、金額は横這いである（表１）。  

11 月に USMCA に合意した加墨では、追加関税を賦課されながらもメキシコは

数量増・両国とも金額は増加している。  

数量割当制を採ったブラジルと韓国は枠の制約（三ヵ年平均の 7 割）により減

少し、17 年実績で 6 位以下の露土日台中５ヵ国・地域は、10％を超える数量

減（特にトルコに至っては半減）になっている。ただし、輸入金額は数量ほど減っ

ていない。 

 

米国鉄鋼協会（AISI）がまとめた国内製鉄所の出荷実績は、2017 暦年 90.88

に対し 2018 暦年 95.27 百万 ネットトン１７に増加している１８。 
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表１ 米国鉄鋼輸入実績（2017 年/2018 年比較） 

(百万メトリックトン・百万米 ドル）  

  
2017 暦年  2018 暦年  差  

重量  金額  重量  金額  重量  金額  

1 カナダ  5.68 5,120 5.65 5,511 -0.5% 7.6% 

2 ＥＵ 5.01 6,241 5.01 6,648 0.0% 6.5% 

3 ブラジル  4.67 2,242 3.98 2,492 -14.8% 11.2% 

4 韓国  3.40 2,786 2.51 2,358 -26.2% -15.4% 

5 メキシコ  3.16 2,501 3.50 3,036 10.8% 21.4% 

6 ロシア  2.87 1,431 2.30 1,390 -19.9% -2.9% 

7 トルコ  1.98 1,183 1.05 765 -47.0% -35.3% 

8 日本  1.73 1,658 1.37 1,630 -20.8% -1.7% 

9 台湾  1.13 1,261 0.97 1,164 -14.2% -7.7% 

10 中国  0.74 976 0.64 902 -13.5% -7.6% 

  (その他 )  4.10 3,739 3.59 3,443 -12.4% -7.9% 

合計  34.47 29,138 30.57 29,339 -11.3% 0.7% 

[出典米国商務省センサス局統計 １９ ] 

 

稼働率も改善しており、AISI によれば、2018 年と 2019 年の 4 月 6 日までを比

べると、製鋼稼働率が 76.5％から 81.9％に上がった２０。（製鋼能力については

18 年 1-3 月期 30.0 に対して 19 年 1-3 月期 30.5 百万 ネットトンと微増している
２１。） 

18 年 1 月の米国商務省報告 ２２では、米国鉄鋼業の長期的存続のためには稼

働率 80％を確保することが必要と指摘していたが、その水準に到達していること

に注目したい。 

2018 年の米国内の鋼材市況は、夏までは上昇傾向にあったが、秋頃ピークを

迎え、輸入価格も同様の動きをしている（図１）。これは、輸入制限のほか、米

国内経済の好調がもたらしたものと考えられる。  

 

図１ 米国主要品目別輸入価格（単純平均）推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出典米国商務省センサス局統計 ２３より計算 ]  
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この結果、米国の鉄鋼メーカーの業績は大きく改善されてきた（表２）。国内売

上最大の A 社（電炉）は 2018 年の売上高が 250 億ドル、営業利益が 33 億

ドルと、前年に比べてそれぞれ 2 割、7 割ほど伸びている。高炉大手も同様に昨

年より好調で、2018 年四半期別にみると、第 1 四半期より第 3 四半期の営業

利益は B 社が 2.8 倍、C 社が 1.7 倍に伸びている。 

 

表２ 米国鉄鋼メーカー２４業績推移  
    

（単 位 ：売上 高  億 ドル、税 引前利益  百万 ドル）  

    
2015 

暦年  

2016 

暦年  

2017 

暦年  

2018 

暦年  

    

1-3 月  4-6 月  7-9 月  10-12 月 ※  

Ａ社 （大手

電炉）  

売上高  164.3 162.0 202.5 250.6 55.6 64.6 67.4 63.0 

税引前利益  241 1 ,298 1 ,749 3 ,229 515 913 922 879 

Ｂ社 （大手

高炉）  

売上高  115.7 102.6 122.5 141.7 31.4 36.0 37.2 37.1 

税引前利益  -1,459 -416 301 812 19 226 314 253 

Ｃ社 （大手

高炉）  

売上高  66.9 58.8 60.8 68.1 16.5 17.4 17.3 16.9 

税引前利益  -382 32 162 237 39 71 86 41 

注※  暦年決算から前 ３四 半期 を控除 した値  

[出典各社決算資料 ２５ ]  

 

その一方で、鉄鋼需要産業で代表的な自動車と建設機械メーカー大手二社

をみると、好景気の影響で売上高は伸びている。ただ、自動車メーカーD 社では

18 年の営業利益は前年を下回った（表３）。２６ 

General Motors 社は、鉄鋼輸入関税などの影響で、18 年には約 10 億ドルの

コスト増が生じたとし、11 月には国内の完成車工場５ヵ所のほか、各国にわたり

部品工場等を閉鎖すると発表した２７。（Ford Motor 社は北米よりも欧州の低迷

が深刻で、まず欧州事業で合理化策を講じている２８。） 

 

表３ 米国鉄鋼需要企業業績推移  

（単 位 ：売上 高  億 ドル、税 引前利益  百万 ドル）   

2015 

暦年  

2016 

暦年  

2017 

暦年  

2018 

暦年  1-3 月  4-6 月  7-9 月  10-12 月 ※  

Ｄ社 （大 手

自動車 ） 

売上高  1,357.2 1 ,491.8 1 ,455.8 1 ,470.4 360.9 367.6 357.9 384.0 

税引前利益  8,549 11,863 12,008 8 ,371 1 ,576 2 ,885 2 ,630 1 ,280 

Ｅ 社 （ 大 手

建設機械 ）  

売上高  470.1 385.3 454.6 547.2 128.5 140.1 135.1 143.5 

税引前利益  3,439 139 4 ,082 7 ,822 2 ,134 2 ,186 2 ,135 1 ,367 

注※  暦年決算から前 ３四 半期 を控除 した値  

[出典各社決算資料 ２９ ]  
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４．鉄鋼生産能力の過剰が世界鉄鋼業の抱える課題である  

 

21 世紀に入って中国では経済成長とともに鉄鋼業も拡大、世界の鉄鋼の半分を生産する

に至るが、生産能力の伸びは需要を大きく上回ってしまった。能力の削減のため、中国自

身だけでなく国際的な取組みが進められている。  

 

中国の急成長にともない、2000 年に約 8.5 億トンだった世界の粗鋼生産は、

2010 年代には、年 15 億トンを上回り、2018 年、18 億トンに達した（表４）。 

ところが、粗鋼の生産能力は実際の生産量よりも大きく上回っていて、2015 年

には 7 億トンを超え（うち中国が 3.5 億トン弱）、17 年でも 5.6 億トンに達した（う

ち中国が 2.2 億トン弱）。すなわち過剰能力の半分弱ほどが中国に由来してい

る（表５）。 

 

[出典粗鋼生産量 ：世界鉄鋼協会統計 ３０、粗鋼生産能力 ：経済協力開発機構推計 ３１ ]  

 

生産能力が過剰状態にある影響で、世界的に鉄鋼需要は増加基調にもかか

わらず、価格は 2010 年代前半を通じて下落傾向にあった。 

 

（１）中国は小規模民間企業だけでなく、国有企業の過剰能力削減にも着手した  

中国も、自国の能力過剰問題に手を拱いていたわけではない。第 11 次５ヵ年

計画（2006-2010 年）から民営の中小型高炉を廃止させるなどしてきたが、地

方政府や金融機関には、雇用の確保や多額の融資につながる新規投資（特に

国有企業）を抑えきれず、結果的には生産能力の過剰は拡大した。  

従って、中国の大きな課題は、特に、今まで雇用の確保を優先し、経営が悪化

しても補助金等で延命しているとみられる国有大企業の能力削減である。  

 

2016 年 2 月、第 13 次５ヵ年計画（2016-2020 年）に関連して、中国政府は

鉄鋼について、「過剰生産能力の解消、困難からの脱出、発展に関する意見」

表４ 粗鋼生産実績   表５ 粗鋼生産実績と生産能力の差（過剰）推移  

（百万 トン）  
     

（百万 トン）  

順位  国名  2018 年   国名   2013 年  2014 年  2015 年  2016 年  2017 年  

1 中国  928.3  
中国  

粗鋼生産  822.0 822.3 803.8 807.6 831.7 

2 EU 161.7  能力過剰  284.2 317.7 346.3 281.8 216.2 

3 インド  106.5  
EU 

粗鋼生産  165.7 168.7 165.5 161.4 167.7 

4 日本  104.3  能力過剰  65.9 60.9 60.1 59.2 50.0 

5 米国  86.7  
日本  

粗鋼生産  110.6 110.7 105.1 104.8 104.7 

6 韓国  72.5  能力過剰  20.6 20.4 25.4 24.8 23.5 

7 ロシア  71.7  
米国  

粗鋼生産  86.9 88.2 78.8 78.5 81.6 

8 トルコ  37.3  能力過剰  26.6 25.3 32.5 33.8 31.0 

9 ブラジル  34.7  
世界計  

粗鋼生産  1,650.4 1 ,669.5 1 ,620.0 1 ,627.0 1 ,690.5 

10 イラン  25.0  能力過剰  620.4 646.7 713.6 653.7 560.7 

世界計  1,808.6         
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を発表し、2016 年から 5 年間で 1～1.5 億トン/年の能力減を目標に定めた。

これを受けて人力資源・社会保障省から、その影響により国有鉄鋼企業だけで

約 50 万人の人員削減が行われるとの見通しが出された ３２３３。 

人員削減といっても、雇用対策（企業内の配置転換、転職支援、早期退職等）

がセットで必要であり、政府からの諸々の補助金交付が不可欠である。  

 

（２）それでもなお過剰が大きく、世界も共同して削減に取り組み始めた  

中国国内だけでなく、国際的にも能力削減への共同した取組みが始まっている。 

2016 年の G20 杭州サミットでは、「鉄鋼の過剰能力に関するグローバル・フォ

ーラム（以下、GFSEC）」の設立が決定された。これは、G20や経済協力開発機

構（以下、OECD）加盟国のうち日中米欧ほか 33 か国・地域により構成される。  

同サミット首脳宣言では、「補助金その他の支援措置が市場のゆがみを引き起

こし，世界的な過剰生産能力に寄与し得ること…を認識」し、「市場の機能を強

化し調整を促すために…効果的な措置をとることにコミットする」とした上で、

GFSEC「の設立を通じた情報共有と協力の促進」３４が合意された。16 年 12 月

から数えて 18 年 12 月 13 日まで計 9 回開催されている。 

GFSEC は強制力を持たない代わりに、広く鉄鋼生産国を集め、課題と解決策

を検討する場となっている。 

 

５．我が国鉄鋼業にとって、自動車貿易への制約は大きな問題  

 

我が国鉄鋼業の対米貿易においては、鉄鋼そのものより自動車の帰趨に関心あり。日米

共同声明でも、米国側は明確に国内自動車産業の保護を交渉目的に挙げている。  

 

日本の対米輸出は、自動車やエネルギー向けの高品質品が主体で、多くは米

国内需要家の求めに応じたものであるため、鉄鋼への関税措置の影響自体は

限定的である。 

しかし米国は、既述のとおり墨加・EU など WTO に提訴した各国と貿易全般の協

定交渉を始めていたが、提訴していない我が国に対しても同様の要求があり、

18 年 9 月の日米首脳会談で、両国は日米物品貿易協定（以下、ＴＡＧ）交渉

を始めることに合意した。 

 

[日米共同声明（一部）]３５ 

3.日米両国は，所要の国内調整を経た後に，日米物品貿易協定（ＴＡＧ）につい

て…交渉を開始する。 

5.…交渉を行うに当たっては，日米両国は以下の他方の政府の立場を尊重する。  

（略） 

－米国としては自動車について，市場アクセスの交渉結果が米国の自動車産業

の製造及び雇用の増加を目指すものであること  
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自動車（部品）貿易の帰趨は、実は、鉄鋼製品の貿易と同様鉄鋼業にとっても

利害に大きくかかわる問題である。  

 

というのも、自動車重量に占める鋼材の比率は約 7 割で、鉄鋼という観点から

みると 1 台 1 トンの自動車の輸出は 700kg ほどの鉄鋼の輸出に相当すると解

することができるからである。 

つまり、ごく単純化してそのすべてが一台 1 トンの車重と仮定すると、2017 年、

米国向けに 173.6 万台の自動車を輸出した３６がそれは 121 万トンほどの鋼材

が輸出されたともみることができるということである。鉄鋼輸出の 2/3 に相当する

量である。 

 

自動車製造工程の中で生じる歩留損を考えると、完成車を構成する重量より

も鉄鋼の必要量は大きい。重量だけでなく、自動車向けの鋼材は、高品質品が

多く採用されていることも忘れてはならない。  

 

また、自動車メーカーは多くの拠点で海外生産を行って、米国にも輸出している

が、それにも制約が生じてしまう。  

我が国の鉄鋼メーカーもそれに合わせて現地に進出、自動車用鋼材を製造し

ている拠点もあり、これら進出先にも直接影響が出かねない。  

 

 

６．まとめ―トランプ・ショックに警戒すると同時に、うまく活用もしよう―  

 

トランプ・ショックは我が国の対米鉄鋼貿易そのものにはあまり影響はない。しかし、安

全保障を理由とする輸入制限措置を導入し、貿易交渉の梃子にするという手法は如

何なものか。自動車を含む TAG 交渉の行方にも影響があるだろう。 

一方、生産能力の過剰問題（中国が最大規模）に対しては、日米共同宣言にもあると

おり、米国とも、また他の各国とも共同して取り組んでいくべきである。  

 

（１）通商拡大法 232 条を赤字解消のための貿易交渉の手段にしてよいのか？  

ａ）同条には問題点が多い 

一年前、通商拡大法 232 条が定める安全保障の脅威への対抗策として、鉄

鋼・アルミニウムの輸入に対して追加関税措置がとられた。これ以降、5 月には

自動車（部品）３７、７月にはウラン３８、さらに本年 3 月 4 日にはスポンジチタン ３９

に関して同条の調査が始まり、この条項の利用が定着したような感がある。  

 

しかしこの条項は、そもそも“国内産業の安定“を安全保障の目的とし、そのため

に自由な経済活動を制約するという問題を抱えている。  
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次に、手続きや網羅的な関税引上げなど措置内容が、類似する SG 措置に比

べて曖昧であることも大きな問題である。 

SG では、特定品目を対象に、輸入が急増し、それが原因で国内産業に損害

（おそれ）が生じ、国民経済上緊急に措置すべきという要件を満たすことが発動

の条件である。 

WTOが認める SG措置は原則４年・最長 8年までという期限が明示されている。

しかし通商拡大法 232 条には終了条件・手続きが明示されていない。期限や

レビューがなければ、いつまでも継続されるおそれがある。  

我が国は、米国に対してこの関税措置の終了手続きを明らかにすることを求め

ていかねばならない。 

 

ｂ）目的を達成したら同条の適用は終了させるべき  

３で述べたとおり、米国鉄鋼業は今年に入って稼働率が 80％を上回るレベルに

あり、国務省が調査結果報告において 80％を目標としたことからすれば、現時

点で所期の目的は達成できたといえるのではないだろうか。  

昨年にも休止設備の再稼働の報道があったが、本年 2 月には、米高炉大手

US Steel 社は、2015 年に中止していたアラバマ州の電炉製鋼設備の建設を

再開することを発表した４０。それによれば 150 人の雇用が増え、年産 160 万ト

ンの鋼管向け鋼鉄が生産できるとのこと。さらに電炉最大の Nucor 社は 3 月 27

日、電気炉鋼板工場の建設を決定したと発表した。それによれば 400 人のフル

タイム雇用が増え、年産 120 万トンの鋼板がつくられるという。  

OECD 調査では 2017 年時点で米国の過剰生産能力が 3000 万トンを超えて

いるにもかかわらず、である。 

個別事情は当然あるだろうが、このような能力増強投資の積み重ねを放ってお

いたら、せっかく達成した稼働率が 80％を割ることになりかねない。単に生産増・

雇用増を歓迎するというなら、関税措置は経済政策に過ぎなくなり、WTO 違反

というべきである。 

 

2018 年 9 月の日米共同声明でも、米国の交渉目的は貿易赤字の削減であ

る。しかし筋から言えば、鉄鋼では関税が課され、自動車（部品）でも調査がな

されるなど、現に安全保障を根拠に国内法を適用することを手段にして、貿易

赤字の相手国に譲歩を迫るという手法は止めて、国際ルールに則った WTO の

紛争解決手続等を通じた対処、あるいは WTO が認める二国間等の協定交渉

の中で決着させていくべきである。  

 

[日米共同声明（一部）]
４１

 

1.…（トランプ）大統領は，相互的な貿易の重要性，また，日本や他の国々との貿易

赤字を削減することの重要性を強調した。（以下略）  
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（２）日米 TAG 交渉でも、自動車貿易への通商拡大法 232 条適用問題が黒雲  

日米は 2019 年から本格的に TAG 交渉を開始することに合意したが、その協

議中は自動車への 25％の追加関税は発動しない旨確認されたという４２。 

 

[日米共同声明（一部）]４３  

7.日米両国は上記について信頼関係に基づき議論を行うこととし，その協議が行われ

ている間，本共同声明の精神に反する行動を取らない。（以下略）  

 

自動車（部品）への商務省の通商拡大法 232 条調査の結果が、2 月 17 日

（法定期限）までにトランプ大統領に提出された４４。ここから 90 日以内に措置が

決定される。 

もし適用されることになった時には、何が対象になるのか？税率はどうなるのか？

その内容次第だが、結果は TAG 交渉に大きな影響をもたらしかねない。 

交渉において米国がどのような制限・条件を協定化することを提案するのか、我

が国鉄鋼業にとっても、この TAG 交渉を注視していかなければならない。 

 

（３）過剰生産能力問題は、日米（＋各国）が協力して取り組んでいくべき  

世界の鉄鋼生産能力の過剰は、依然圧倒的に中国由来の問題である。  

我が国は、米国はもちろん各国と連携・協力して、GFSEC のような国際的な協

議の場を通じて、中国に対して一層の過剰生産能力の削減を求めていくことが

必要である。 

なお、削減だけを求めるのでなく、雇用維持の他諸々の理由を付してなされる補

助金など、過剰生産を含む不公正をもたらすような国の政策があれば、修正を

求めていくべきである。 

 

その点は、18 年 9 月の日米首脳による共同声明でも、次のとおり言及している。  

 

[日米共同声明（一部）]
４５

 

６日米両国は，第三国の非市場志向型の政策や慣行から日米両国の企業と労働者

をより良く守るための協力を強化する。したがって我々は，ＷＴＯ改革，電子商取引の

議論を促進するとともに，知的財産の収奪，強制的技術移転，貿易歪曲的な産業補

助金，国有企業によって創り出される歪曲化及び過剰生産を含む不公正な貿易慣

行に対処するため，日米，また日米欧三極の協力を通じて，緊密に作業していく。  

 

2018 年の世界の粗鋼生産実績は、米中貿易紛争が喧伝されたものの、前年

より 1.2億トンほど増えたが、そのうち中国の伸びが 1億トンに近かった（表 4,5）。 

米中貿易紛争も今後の懸念材料で、中国は国内景気が低迷すると、不要分

の生産能力を減らすより、安値輸出を始めるリスクも否定できない。 
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我が国は、18 年 12 月から一年間、GFSEC 議長国を務めることになったが、こ

の間 19 年 6 月までには「実質的に意味のある報告」が求められている。政府に

よれば、それまでに「市場歪曲的政府支援措置の特定」、「過剰生産能力に貢

献する政府支援措置」の特定に関してのメルクマール案の策定等を主導すると

のこと。 

それにあたっては、米国との連携こそ大きな力になるのではないか ４６。 

 

世界的な生産能力の過剰問題の解決に、我が国が貢献していくべきである。 

 

以上  

2019 年 4 月 15 日  

 

＊「トランプ政権国際経済研究会」は「米中経済研究会」に改組・改称しました。

（レポート番号は通算） 

１  世 界 鉄 鋼 協 会 （WSA）統 計 では 2017 暦 年 の全 世 界 輸 入 量 は 451 百 万 トン、うち米 国 35（1 位 ）、ドイツ 27

（2 位 ）、イタリア 20（3 位 ）、同 純 輸 入 量 は米 国 25（1 位 ）、タイ 12 .6（2 位 ）、ベトナム（3 位 ）12 .2 百 万 トン  

 
２  AD：  「他 国 が不 当 に安 い価 格 で製 品 を輸 出 し、輸 入 国 の国 内 産 業 に損 害 を与 えている場 合 に、ダンピン

グ価 格 を正 常 な価 格 に是 正 する」ための関 税 （定 義 は経 済 産 業 省 HP、

ht tps ://www.met i . go . j p/po l icy/exte rna l _economy/t rade _cont ro l/boek i kan r i/ t rade- remedy/ad .htm l、

（2019 年 4 月 10 日 アクセス）より）  

 
３  CVD：  「特 定 の政 府 補 助 金 を受 けて生 産 等 がなされた貨 物 の輸 出 により、輸 入 国 の国 内 産 業 に損 害 を与

えている場 合 に、当 該 補 助 金 の効 果 を相 殺 するため」の関 税 （定 義 は同 省 HP 

h t tps ://www.met i . go . j p/po l icy/exte rna l _economy/t rade _cont ro l/boek ikan r i/ t rade - remedy/cvd .h tm l、

（2019 年 4 月 10 日 アクセス）より）  

 
４  ＳＧ：  特 定 品 目 の貨 物 の輸 入 の急 増 が、国 内 産 業 に重 大 な損 害 を与 えていることが認 められ、かつ、国 民

経 済 上 緊 急 の必 要 性 が認 められる場 合 に、損 害 を回 避 するための関 税 の賦 課 又 は輸 入 数 量 制 限 （定 義 は

同 省 HP h t tps ://www.met i . go . j p/po l icy/exte rna l _economy/t rade _cont ro l/boek ikan r i/ t rade -

remedy/sg .h tm l、（2019 年 4 月 10 日 アクセス）より）  

 
５  VRA：  対 米 鉄 鋼 貿 易 の歴 史 では、1984-92 年 の間 、我 が国 含 め多 数 の国 が、輸 出 自 主 規 制 （輸 出 国 側

が一 定 期 間 ・特 定 品 目 ごとに上 限 を定 めて輸 出 量 を管 理 ）を米 国 との間 で合 意 していた。現 行 ルールでは許

されていない。（「セーフガードに関 する協 定 」  第 十 一 条  特 定 の措 置 の禁 止 及 び撤 廃  参 照 ）  

 
６  イリノイ・インディアナ・ミシガン・オハイオ・ペンシルべニア・ウィスコンシン各 州 。 2016 年 大 統 領 選 挙 でトランプ

候 補 はイリノイを除 き勝 利 した。  

 
７  石 炭 は主 に発 電 用 燃 料 と鉄 鋼 向 け原 料 となる。  

 
８  米 国 大 統 領 府 、2018 年 5 月 31 日 付 、“Pres ident ia l  Proc lamat ion  Ad jus t ing  Import s  o f  Stee l  i n to  

the  Un i ted States”、ht tps ://www.wh i tehouse . gov/pres iden t ia l -ac t ions/pres iden t ia l -proc lamat ion-

ad jus t ing- imports-stee l-un i ted-states-4/、（2019 年 4 月 9 日 アクセス）  なお豪 州 とどのような合 意 がある

かは不 詳 。  

 
９  独 立 行 政 法 人 日 本 貿 易 振 興 機 構 （以 下 、ジェトロ）、2018 年 8 月 13 日 付 、「トルコに対 する鉄 鋼 の追 加 関

税 率 を引 き上 げ」、ht tps ://www. j e t ro . go . j p/b iznews/2018/08/b5e55 fe4a377355c .htm l 、（2019 年 3 月 27

日 アクセス）  

 
１ ０  日 本 経 済 新 聞 電 子 版 、2018 年 11 月 22 日 付 、「WTO、安 保 の司 法 判 断 難 しく、鉄 ・アルミ関 税 でパネル

設 置 」、ht tps ://www.n ikke i . com/art ic le/DGXMZO3806009 0S8A121C1000000/、（2019 年 4 月 10 日 アク

セス）。なおその後 、2019 年 1 月 にはパネルのメンバーが決 定 している。（WTO、2019 年 1 月 25 日 付 、

                                           

https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/trade-remedy/ad.html
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/trade-remedy/cvd.html
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/trade-remedy/sg.html
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/trade-remedy/sg.html
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/presidential-proclamation-adjusting-imports-steel-united-states-4/、（2019年4月9日アクセス
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/presidential-proclamation-adjusting-imports-steel-united-states-4/、（2019年4月9日アクセス
https://www.jetro.go.jp/biznews/2018/08/b5e55fe4a377355c.html
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nguage=ENGLISH&Context=FomerScr ip tedSearch& languageUIChanged=t rue# 、（2019 年 4 月 10 日 アクセ

ス）  

 
１ １  日 本 経 済 新 聞 、2018 年 6 月 30 日 付 、「「⾃国 第⼀ 」の連 鎖  対⽶報 復 関 税 、7 カ国 ・地 域 3 兆 円 」、

ht tps ://www.n ikke i . com/art ic le/DGXMZO32467790Q8A630C1EA2000 、（2019 年 3 月 25 日 アクセス）   

 
１ ２  公 益 財 団 法⼈  ⽇本 関 税 協 会 、「EU が鉄 鋼 製 品 の輸⼊に関 税 割 当 措 置 を発 動 」、（2019 年 2 月 28 日

付 、ht tp : //www.kanze i . o r . j p/top ic/ inte rnat iona l/2019/ for20190228 _1 .h tm 、（2019 年 3 月 25 日 アクセ

ス））によれば、暫 定 措 置 は 2018 年 7 月 発 動 、正 式 措 置 は 2019 年 2 月 2 日 から 3 年 間 実 施 される。  

  
１ ３  Dona ld  J .  T rump 大 統 領 候 補 、2016 年 10 月 22 日 発 表 、  “Dona ld  T rump’s  Cont rac t  w i th  the  

Amer ican  Vote r”、  h t tps ://asse ts . dona ld j t rump .com/_ land ings/cont rac t/O -TRU-102316-

Cont rac tv02 .pd f、（2019 年 3 月 29 日 アクセス）  

 
１ ４  日 本 経 済 新 聞 、2018 年 12 月 1 日 付 、「新 NAFTA 署 名  米 ・カナダ・メキシコ、鉄 鋼 でなお対 立 」、  
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１ ５  ①The  New York  T imes、2019 年 3 月 26 日 付 、“U.S .  Ins is t s  on  L im i t ing  Fore ign  Meta ls ,  Ange r ing  

A l l i e s”、ht tps ://www.nyt imes .com/2019/03/26/us/po l i t i cs/us -mex ico-canada-meta l-quotas .htm l、

（2019 年 3 月 29 日 アクセス）  記 事 によれば、そのため、カナダでは批 准 手 続 きが進 まず、トランプ政 権 は鉄

鋼 輸 入 制 限 を関 税 から数 量 割 当 制 への切 替 えることを検 討 。それに対 して、国 内 鉄 鋼 需 要 産 業 からは数 量

割 当 制 への強 い懸 念 が表 明 されている。  

②米 通 商 交 渉 代 表 部 （USTR）は、2019 年 3 月 付 発 行  “2019  Trade  Po l icy  Agenda  an d 2018  Annua l  

Report”、

（https ://ust r . gov/s i tes/de fau l t/ f i l e s/2019 _Trade _Po l icy _Agenda _and_2018 _Annua l _Report . pd f 、（2019
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“The  Admin is t ra t ion  i s  u rg ing  Congress  to  approve  「USMCA」” .（「  」内 は筆 者 ）と述 べている。  

 
１ ６  ロイター、2018 年 7 月 26 日 付 、「米 ・ＥＵ、貿 易 障 壁 削 減 へ交 渉 開 始 で合 意  新 たな関 税 棚 上 げ」、

ht tps :// jp . reu te rs .com/art ic le/usa- t rade-eu-announcement- idJPKBN1KF2ZB、（2019 年 4 月 10 日 アク

セス）  

 
１ ７  「トン」のうち、米 国 で用 いられている重 量 単 位 。これに対 して、我 が国 他 世 界 のほとんどの国 で用 いる単 位

は「メトリックトン」。1 ネットトン≒0.907 メトリックトン。第 3 章 以 外 で用 いるトンは、メトリックトンのこと。  

 
１ ８  A IS I、2019 年 2 月 11 日 付 、“December  Stee l  Sh ipments  Up 6 .5  Percent  From December  2017 ”、

ht tps ://www.s tee l . o rg/news/2019/02/december -stee l-sh ipments-up-6-po in t-5-percent- f rom-

december-2017、（2019 年 4 月 12 日 アクセス）  

 
１ ９  2019 年 3 月 6 日 付 、“F INAL :  U .S .  IMPORTS FOR CONSUMPTION OF STEEL PRODUCTS,  DECEMBER 

2018”、ht tps ://www.census .gov/ fore ign -t rade/Press-Re lease/2018pr/12/stee l/s tee l f . pd f 、（2019 年 4

月 5 日 アクセス）  

 
２ ０  A IS I、“Stee l  Indust ry  Data/Th is  Week ' s  Raw Stee l  Product ion ”、ht tps ://www.s tee l . org/ indust ry-

data、（2019 年 4 月 12 日 アクセス）  

 
２ １  A IS I、“Stee l  Indust ry  Data/Th is  Week ' s  Raw Stee l  Product ion ”、ht tps ://www.s tee l . org/ indust ry-

data、（2019 年 3 月 25 日 アクセス  

 
２ ２  2018 年 1 月 11 日 付 、  “THE EFFECT OF IMPORTS OF  STEEL ON  THE NATIONAL SECURITY ”、

ht tps ://www.commerce . gov/s i tes/de fau l t/ f i l e s/ the _e f fect _o f _ imports _o f _s tee l _on _ the _nat iona l _secu r i t

y _- _w i th _ redac t ions _- _20180111 .pd f、  （2019 年 4 月 5 日 アクセス）  P4 によれば、“Ut i l i za t ion  ra tes  o f  

80  pe rcent  o r  g reate r  a re  necessary  to  susta in  adequate pro f i t ab i l i t y  and cont inued cap i t a l  

i n vestment ,  research  and deve lopment ,  and work force  enhancement  in  the  s tee l  sec tor” とされている。  

 

 

 

 

 

 

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO32467790Q8A630C1EA2000
http://www.kanzei.or.jp/topic/international/2019/for20190228_1.htm、（2019
https://assets.donaldjtrump.com/_landings/contract/O-TRU-102316-Contractv02.pdf
https://assets.donaldjtrump.com/_landings/contract/O-TRU-102316-Contractv02.pdf
https://www.nikkei.com/article/DGKKZO38423720R01C18A2EA3000/
https://www.nytimes.com/2019/03/26/us/politics/us-mexico-canada-metal-quotas.html、（2019年3月29日アクセス
https://www.nytimes.com/2019/03/26/us/politics/us-mexico-canada-metal-quotas.html、（2019年3月29日アクセス
https://ustr.gov/sites/default/files/2019_Trade_Policy_Agenda_and_2018_Annual_Report.pdf
https://jp.reuters.com/article/usa-trade-eu-announcement-idJPKBN1KF2ZB、（2019
https://www.steel.org/news/2019/02/december-steel-shipments-up-6-point-5-percent-from-december-2017
https://www.steel.org/news/2019/02/december-steel-shipments-up-6-point-5-percent-from-december-2017
https://www.census.gov/foreign-trade/Press-Release/2018pr/12/steel/steelf.pdf
https://www.steel.org/industry-data
https://www.steel.org/industry-data
https://www.steel.org/industry-data
https://www.steel.org/industry-data
https://www.commerce.gov/sites/default/files/the_effect_of_imports_of_steel_on_the_national_security_-_with_redactions_-_20180111.pdf
https://www.commerce.gov/sites/default/files/the_effect_of_imports_of_steel_on_the_national_security_-_with_redactions_-_20180111.pdf
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２ ３  2017 年 11 月 データ  h t tps : //www.census . gov/ fore ign -t rade/Press-

Re lease/2017pr/11/stee l/s tee l1 f . pd f、  2018 年 2 月 データ  h t tps : //www.census . gov/fore ign -

t rade/Press-Re lease/2018pr/02/stee l/s te e l f . pd f、  同 5 月 データ  h t tps : //www.census . gov/ fore ign -
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t rade/Press-Re lease/2018pr/08/stee l/s tee l f . pd f、  同 11 月 データ  h t tps ://www.census . gov/ fore ign -

t rade/Press-Re lease/2018pr/11/stee l/s tee l f . pd f  （全 て 2019 年 4 月 5 日 アクセス）  

 
２ ４  米 国 内 に本 社 を持 つ大 手 上 場 鉄 鋼 メーカーの売 上 高 上 位 三 社 。  
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３ ３  製 鉄 原 料 ・発 電 用 燃 料 を生 産 する石 炭 業 も能 力 削 減 政 策 の対 象 となり、約 130 万 人 の削 減 の見 通 し  
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